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1.	背景と目的	

北海道大学 CoSTEPの 2017年度の実習が

9/23-25に川内村などで開催された。村では菌床

しいたけを栽培している生産者から実情の説明

があり、安全を伝えるために、商品に検査済シー

ルを貼るべきかどうかの悩みも語られた。 

米に関して JA概算金が 2017年度には原発事

故前の水準に回復する一方で、生産者が向き合っ

ている課題は社会としてどう解決するかが問わ

れる。この課題に取り組むために、消費者と放射

線リスクを考えるイベントを企画・運営した。 

2.	方法	

プログラムは食育関係者や地域での活動を実

践してきたコミュニケータと検討した。クイズ形

式でのキノコの食育講座、出汁の味覚体験を交え

た科学講座を行い、キノコに放射性物質がたまり

やすい理由やおいしさの科学を説明したあとに

子どもは福島県産の菌床栽培シイタケや群馬県

産の有機米を用いたきのこ料理づくり体験、大人

は放射線に関する学びや意見交換を体験するプ

ログラムとした。講義終了後、親子そろって料

理を食べながら、専門家・参加者を交えたリス

ク・コミュニケーションを行った。このプログ

ラムは研究であることを明示し、原発事故の理不

尽さを踏まえつつ当時の対応の混乱を振りかえ

り、対応が容易ではないリスク情報も提示した。

また、生産者の努力や葛藤も伝えた。 

3.	結果	

都内で 4回のイベントを開催し、いずれも定員

を満たす応募があり、参加者数は 19(4)名、24(8)

名、21(5) 名,21(13) 名であった（括弧内は子ども）。

参加者は 30歳代が最も多く半数は高校生以下の

子どもがいた。福島県産を避ける参加者は 26%

と消費者庁調査（2017年 8月）に比べ倍程度で

あったが事後は 14%になった（p=0.16）。参加直

後の満足度は 8.6/10点であった。リスク情報を盛

り込んだ放射線の話が理解できたと回答したの

は「だいたい」を含めて 7割に留まったが、内容

の正確性や都合の悪いことを隠蔽していないに

は 9割が賛同し、コンテンツとして「食品の放射

線」は 67%が興味を持ったと回答した。福島産の

安全なシイタケを用いることへの拒否反応はア

ンケート上でも見当たらなかった。 

4.	考察・まとめ	

消費者庁の「風評被害に関する消費者意識の

実態調査」では「情報は特に得ていない」は平成

30 年 3 月の調査でも 43%と変化がなく、原子力

災害後の現存被ばく状況での放射線コミュニケ

ーションが課題となっているが本イベントでは

情報が不足しているとの回答は 5%に低下した。 

社会的な課題を解決する方策としてソーシャ

ルキャピタルとして食育関係者と連携した地域

での実践的な取り組みは成立し、放射線のコミュ

ニケーションは首都圏の消費者にも受け入れら

れると考えられた。 
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